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令和４年度 健康福祉部施策体系 
 

 

 

 

【 】…第４次山形県総合発展計画実施計画の施策番号 

 

 
 

 (1)学校教育の充実【１－１】 
①  高等教育、専門的職業教育の充実 

 

 (2) 生涯を通じた多様な学びの機会の充実【１－２】 
② 産業界や地域のニーズを踏まえた社会人の学び直しの促進 

③ 県民や地域に活力をもたらす多様な学びの促進 

 

 (3) 若者の定着・回帰の促進【１－３】 
④ 県内就業の促進 

 

 (4) 国内外の様々な人材の呼び込み【１－４】 
⑤ 外国人材の受入れ拡大 

 

 

 
 

 (5) 大規模災害への対応など危機管理機能の充実強化【４－１】 
⑥ 県民を守る災害対応力の充実 

⑦ 緊急事態に対する対応力の強化 

 

 (6) 暮らしの様々なリスクへの対応力の強化【４－２】 

⑧ 様々な犯罪の予防と消費者保護の推進 

 

 (7) 保健・医療・福祉の連携による「健康長寿日本一」の実現【４－３】 
⑨ 県民一人ひとりの主体的な健康づくりの促進 

⑩ 質の高い医療の提供 

⑪ 誰もが居場所と役割を持って暮らす支え合いの地域づくりの推進 

 

  (8) 総合的な少子化対策の新展開【４－５】 

⑫ 安心して妊娠・出産・子育てできる環境づくり 

⑬ 出生数増加の鍵となる若者の定着・回帰の促進（④の再掲） 

 

 (9) 県民誰もが個性や能力を発揮し、活躍できる環境の整備【４－６】 

⑭ 一人ひとりの多様な社会参加・就労の促進 

  

次代を担い地域を支える人材の育成・確保【１】 

 
1 

県民が安全・安心を実感し、総活躍できる社会づくり【４】 
 
2 

 

Ⅰ 第４次山形県総合発展計画の推進 
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令和４年度 健康福祉部 主要事業 

 

 
 

(1) 学校教育の充実【１－１】 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

① 高等教育、専門的職業教育の充実 
 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜高等教育機関における高度で実践的・創造的な教育の展開＞ 

（課題） 

・少子高齢化の進展に伴う地域の保健・医療・福祉ニーズの多様化や社会情勢の変化に的確に

対応した教育の継続・提供が必要 

（対応） 

・医療職に求められるニーズの多様化に対応できる人材の育成 

⇒高度かつ専門的な医療の知識と技術を有し、地域に貢献できる人材の育成に向けた県立

保健医療大学中期計画（第３期）の推進 

 

【令和４年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

公立大学法人山

形県立保健医療

大学運営費交付

金 

734,179 

(735,836) 

新規 

見直し 

継続 

◇公立大学法人山形県立保健医療大学

への運営費交付金 
４ 

計 734,179 

(735,836) 

  
 

 

  

Ⅰ 第４次山形県総合発展計画の推進 

次代を担い地域を支える人材の育成・確保【１】 １ 
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(2) 生涯を通じた多様な学びの機会の充実【１－２】 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

② 産業界や地域のニーズを踏まえた社会人の学び直しの促進 

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜多様な学び直しの機会の創出＞ 

（課題） 

・地域に貢献する人材の育成と小規模病院・診療所等に勤務する看護職の実践力の向上が必要 

（対応） 

・小規模病院・診療所等に勤務する看護職に対する学習機会の提供や情報提供、支援の充実 

⇒小規模病院等の看護職に対する相談支援、ブラッシュアッププログラム※の実施、看護

研究支援等 

※山形県内の小規模病院等に勤務する看護職を対象に行う研修カリキュラム 

 

【令和４年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

公立大学法人山

形県立保健医療

大学運営費交付

金【再掲】 

734,179 

(735,836) 

新規 

見直し 

継続 

◇公立大学法人山形県立保健医療大学

への運営費交付金 
４ 

計 734,179 

(735,836) 

  
 

 

③ 県民や地域に活力をもたらす多様な学びの促進 

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜文化芸術・スポーツ等に触れる機会の充実＞ 

（課題） 

・障がい者が社会参加しやすい環境整備と差別解消に向けたさらなる取組みが必要 

・障がい者の自立と社会参加に向け、障がい者の芸術活動の振興、障がい者スポーツの理解促

進と気軽に参加できる機会の提供が必要 

（対応） 

・障がいを理由とする差別の解消及び障がいに対する理解の促進 

  ⇒差別の解消や理解の促進を担う「心のバリアフリー推進員」の養成及び事業所等への個

別相談により障がいに対する理解を推進 

・障がい者が文化活動や芸術作品を広く発表し、県民が接する機会の拡大 

⇒やまがたアートサポートセンターを拠点とした障がい者の芸術文化活動への支援の 

推進 

・障がい者の文化活動や障がい者スポーツを支える人材の育成と環境整備 

⇒やまがたアートサポートセンターによるファシリテータ養成講座等の事業を実施し、障

がい者芸術を支える人材の育成 

⇒山形県障がい者スポーツ協会と連携した障がい者スポーツ指導員等の養成やボランテ

ィアの確保 
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⇒山形県障がい者スポーツ協会による誰もが気軽に参加できる障がい者スポーツ教室を

各地域で開催し、障がい者スポーツへの理解と参加者の裾野を広げる取組みを推進 

 

【令和４年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

障がいのある人

もない人も共生

する社会づくり

事業費 

7,769 

(7,966) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がいを理由とする差別の解消及び

障がい者の社会参加の促進 

・障がいを理由とする差別をなくすた

めの普及・啓発 

・障がい者スポーツ・芸術活動への県

民理解の促進 

・手話の普及啓発・心のバリアフリー

推進員の養成及び事業所向け個別相

談の実施 

３ 

障がい者スポー

ツによる共生社

会推進事業費 

14,621 

(9,809) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がい者スポーツの普及振興や障が

い者スポーツ選手への支援 

・障がい者スポーツ教室の開催等によ

る県民全体の気運の醸成【新規】 

・障がい者スポーツの普及・有望選手

の発掘 

・選手サポート体制の構築 

３ 

計 22,390 

(17,775) 
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   (3) 若者の定着・回帰の促進【１－３】 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

④ 県内就業の促進 
 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜良質な就業環境づくり＞ 

（課題） 

・看護職員は依然として不足しており、さらなる確保に向けた取組みが必要 

・介護現場では、人手不足に加え重労働や過重な書類作成業務等があり、労働環境の改善が必

要 

・仕事と介護の両立に向け、介護休暇制度や介護サービス活用に向けた継続した周知が必要 

（対応） 

・「山形方式・看護師等生涯サポートプログラム」を中心とした看護職員確保対策の推進 

⇒認定看護師の資格取得及び特定行為研修受講に取り組む病院等への支援（感染症関連の

資格取得への支援拡充）、看護職員修学資金の貸付や県内に新設する助産師養成所等へ

の支援 

・「山形県介護職員サポートプログラム」に基づく介護職員確保対策の推進 

⇒介護分野における外国人介護人材の受入れ推進や、介護人材の裾野拡大のための未経験

者等を対象とした研修の実施等による介護助手等の受入れ推進 

  ⇒県内の外国人介護人材へのＩＣＴ等を活用した研修や県内介護事業者向け説明会の実

施 

⇒「やまがた介護事業者認証評価制度」により、人材育成や職場環境改善等に取り組む介

護事業者を支援 

・介護現場革新に向けた取組支援 

⇒介護現場の労働環境の改善を図るための介護ロボットやＩＣＴ機器の導入に対する 

支援 

⇒小学生向けお仕事体験イベント「キッズタウンやまがた」における介護ブースの出展や、

介護職員のプロの技術に焦点を当てた動画を作成し、中高生向けの出前講座や就業関係

イベント等における活用等により、介護職のイメージアップを図り、介護人材の確保を

推進 

 

【令和４年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

看護師確保対策

費 

414,993 

(360,275) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形方式・看護師等生涯サポートプ

ログラム」に基づく看護職員確保対

策の推進 

・看護師体験セミナーの開催 

・看護職員修学資金の貸付 

・認定看護師等の資格取得及び看護師

の特定行為研修受講への支援 

・ナースセンター事業の運営 

・医療勤務環境改善支援センターによ

る医療機関の勤務環境改善に向けた

取組みの支援 

８ 
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・看護師等養成所の施設等整備への支

援 

介護職員確保定

着促進事業費 

54,198 

(58,705) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形県介護職員サポートプログラ

ム」を中心とした介護職員確保対策

の推進 

・介護福祉士修学資金の貸付 

・介護人材の裾野を広げるための介護

の入門的研修等の実施 

・介護分野における留学生、技能実習

生等の外国人材受入れの推進 

・人材育成等に取り組む介護事業者の

認証評価の実施等 

８ 

介護現場革新促

進事業費 

 

105,266 

(59,000) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護現場にＩＣＴ等の技術を導入

し、職員の負担軽減や働きやすい職

場づくりを推進することにより、介

護職員の確保・定着を促進 

・介護ロボットやＩＣＴ機器等の導入

に係る経費への助成 

・子ども向け職業体験イベントや動画

作成・活用による介護職のイメージ

改善等の取組みを実施 

８ 

福祉人材確保緊

急支援事業費 

12,815 

(12,815) 

新規 

見直し 

継続 

◇福祉・介護人材の確保・定着対策の推

進 

・事業所と求職者のマッチング、就業

後のフォローアップ 

・離職した介護福祉士の再就業を促進

するため、事業所の求人情報を提供 

８ 

計 587,272 

(490,795) 
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(4) 国内外の様々な人材の呼び込み【１－４】 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

⑤ 外国人材の受入れ拡大 

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜外国人材の受入れに関するサポートの展開＞ 

（課題） 

・介護職員の人材不足に対応する継続的な人材確保の取組みが必要 

（対応） 

・介護分野における人材確保 

⇒介護分野におけるＥＰＡ、留学生、技能実習生等の外国人材の受入れを推進 

⇒県内の外国人介護人材へのＩＣＴ等を活用した研修や県内介護事業者向け説明会の実

施（再掲） 

 

【令和４年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

介護職員確保定

着促進事業費

【再掲】 

54,198 

(58,705) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形県介護職員サポートプログラ

ム」を中心とした介護職員確保対策

の推進 

・介護福祉士修学資金の貸付 

・介護人材の裾野を広げるための介護

の入門的研修等の実施 

・介護分野における留学生、技能実習

生等の外国人材受入れの推進 

・人材育成等に取り組む介護事業者の

認証評価の実施等 

８ 

計 54,198 

(58,705) 
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(5) 大規模災害への対応など危機管理機能の充実強化【４－１】 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

⑥ 県民を守る災害対応力の充実 

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜行政における計画的な備蓄や災害時医療救護体制等の充実強化＞ 

（課題） 

・コロナ禍においても、災害時の医療提供体制の確保と充実強化に向けた取組みが必要 

（対応） 

・災害時における県全体を俯瞰した迅速な医療体制の確保 

⇒災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の運営及び隊員

の継続的な養成、災害医療コーディネートの体制強化、災害拠点病院等の設備整備への

支援 

 

＜市町村の災害対応力向上に向けた支援の推進＞ 

（課題） 

・災害時に要配慮者に対して継続的にサービスを提供するための体制強化に向けた取組みが必

要 

（対応） 

・災害時の避難所等における福祉的支援体制の構築 

  ⇒災害発生時の福祉支援体制の整備に向けた関係団体との協議及び協定締結 

⇒災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の養成（関係団体の職員等に対する基礎的な研修及び

スキルアップのための研修の実施） 

 

【令和４年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

災害時医療提供

体制推進事業費 

36,081 

(35,811) 

新規 

見直し 

継続 

◇災害発生時の急性期医療を担う災害

派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の養成等 

・ＤＭＡＴ隊員、災害医療コーディネー

ターの養成及び訓練・研修会の実施 

・航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）

資器材の維持管理 

・災害拠点病院等の設備整備への支援 

11 

災害時における

福祉支援体制の

整備推進事業費 

2,150 

(2,091) 

新規 

見直し 

継続 

◇災害発生時に避難所等において福祉

的支援を行う災害派遣福祉チーム（Ｄ

ＷＡＴ）の養成等 

・災害発生時の福祉支援体制を整備する

ため、災害福祉支援ネットワーク協議

会を設置 

・災害派遣福祉チーム員に対する研修等

の実施 

11 

県民が安全・安心を実感し、総活躍できる社会づくり【４】 ２ 
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・災害時の活動に必要な器材等の整備 

災害時精神医療

派遣体制運営事

業費 

1,824 

(1,824) 

新規 

見直し 

継続 

◇災害発生時の精神科医療及び精神保

健活動の支援を行う災害派遣精神医

療チーム（ＤＰＡＴ）の運営及び隊員

の養成等 

・ＤＰＡＴ隊員の新規養成、技能維持の

ための研修会の実施 

11 

計 40,055 

(39,726) 

  
 

 

⑦ 緊急事態に対する対応力の強化 

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜感染症等発生に対応する関係機関の連携強化＞ 

（課題） 

・新型コロナウイルス感染症等に対し、感染拡大の防止、継続した保健・医療・福祉の提供体

制の確保が必要 

（対応） 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備えた検査・医療提供体制の整備推進、医療機関・

福祉施設等への支援の充実 

⇒新型コロナワクチンの追加接種の推進 

  ⇒新型コロナに係る医療提供体制の強化 

  ⇒新型コロナに係る相談体制の確保 

  ⇒新型コロナ発生施設に対するサービス提供体制維持のための支援 

 

【令和４年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

ウイルス性肝炎

総合対策事業費 

37,938 

(48,115) 

新規 

見直し 

継続 

◇ウイルス性肝炎の早期発見・早期

治療の推進 

・無料ウイルス検査の実施 

・肝炎ウイルス検査陽性者の初回精

密検査費及び定期検査費への助成 

・肝炎及び肝がん患者の医療費への

助成 

３ 

新型インフルエ

ンザ対策費 

5,390 

(99,352) 

新規 

見直し 

継続 

◇新型インフルエンザの発生に備え

た医療・防疫体制の整備 

・新型インフルエンザの発生を想定

した訓練及び研修の実施 

・ウイルス遺伝子検査の実施 

３ 

風しん予防接種

促進事業費 

3,988 

 (4,298) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村が行う先天性風しん症候群

発生予防のための抗体検査への助

成 

３ 

新型コロナウイ

ルス感染症緊急

対策費 

21,553,570 

(14,186,660) 

新規 

見直し 

継続 

◇新型コロナワクチンの追加接種の

推進 

・相談受付コールセンターの設置 

・個別接種促進のため医療機関等へ

の支援 

３ 
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・県内４地域でのワクチンの巡回接

種 

◇医療提供体制の強化 

・入院医療費のうち患者自己負担分

の公費負担 

・病床確保医療機関への空床補償 

・軽症者等用の宿泊療養施設の確保 

・病床ひっ迫時における入院待機施

設としての酸素ステーションの設

置 

・オンライン診療の導入支援 

・外来隔離透析対応のための資機材

整備に対する助成 

◇相談体制の確保 

・「新型コロナ受診相談センター」及

び「一般相談窓口コールセンター」

の設置 

◇ＰＣＲ検査体制の強化 

・医師会と連携したＰＣＲ検査体制

の確保 

・ＰＣＲ検査に係る患者自己負担分

の公費負担 

・衛生研究所における検査処理能力

向上のための機器整備及び試薬の

追加購入 

◇医療従事者への支援 

・医療従事者の宿泊施設確保支援 

院内感染対策地

域支援ネットワ

ーク事業費 

5,373 

 (4,379) 

新規 

見直し 

継続 

◇医療機関等における各種感染症の

院内感染対策の強化 

・感染症専門班の設置 

・県内の医療機関等に対する研修の

実施 

・クラスター発生時の現地活動 

３ 

新型コロナウイ

ルス感染症対策

介護関連事業費 

53,663 

(54,304) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護施設等における感染拡大時の

サービス提供体制維持のための支

援 

・感染者発生施設のかかり増し経費

への助成 

・感染者発生施設への応援職員派遣

のためのネットワーク構築支援 

・感染者発生に備えた衛生用品等の

整備 

３ 

社会福祉施設整

備補助事業費

（老人福祉施

設）の一部 

89,791 

(124,924) 

新規 

見直し 

継続 

◇新型コロナに対応するための高齢

者施設の整備 

・簡易陰圧装置整備への助成 

・多床室の個室化改修への助成 

・ゾーニング環境等の整備への助成 

３ 

新型コロナウイ

ルス感染症対策

490,222 

(33,938) 

新規 

見直し 

◇感染者発生施設等の心のケアのた

めの専門家派遣 
３ 
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障がい福祉関連

事業費 

継続 ◇感染者発生施設への応援職員派遣

のためのネットワーク構築支援 

◇福祉・介護職員等処遇改善支援 

◇クラスター発生に備えた衛生用物

品等の追加備蓄 

計 22,239,935 

(14,555,970) 

  
 

 

   (6) 暮らしの様々なリスクへの対応力の強化【４－２】 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

⑧ 様々な犯罪の予防と消費者保護の推進 

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜児童・高齢者・障がい者等の虐待対策や犯罪被害者対策の推進＞ 

（課題） 

・高齢者や障がい者の権利や尊厳を守るために虐待を防止することが必要 

・成年後見制度の利用を必要とする高齢者や障がい者の増加が見込まれることから、制度の理

解・利用促進が必要 

（対応） 

・県立障がい児施設における虐待再発防止対策の推進 

⇒各県立障がい児施設に第三者委員が参画する虐待防止委員会の設置、虐待防止マニュア

ルの作成、虐待防止研修会の開催 

⇒３学園の園長及び療育部門のトップと第三者を交えた意見交換の場を設置 

・関係職員の資質向上 

⇒施設職員向け高齢者・障がい者虐待防止研修会の開催による虐待防止についての周知・ 

徹底 

⇒市町村職員等向け高齢者・障がい者虐待情報交換会における先進的な取組みの紹介、事

例研究等による担当職員の資質向上 

・市町村における成年後見制度利用促進基本計画の策定推進 

⇒成年後見制度利用促進基本計画に係る更なる取組みが必要な市町村への助言 

 

【令和４年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

高齢者虐待防止

対策事業費 

1,534 

(2,042) 

新規 

見直し 

継続 

◇高齢者虐待防止への取組み 

・高齢者・障がい者虐待防止会議の開催 

・養介護施設職員等を対象とした高齢

者虐待防止研修会の開催 

・市町村職員高齢者虐待防止情報交換

会の開催 

・弁護士等により構成する高齢者虐待

対応専門職チームの派遣 

・成年後見制度利用促進研修会の開催 

３ 

障害者虐待防止 2,607 新規 ◇障がい者虐待防止への取組み ３ 
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法関連事業費事

業費 

(1,229) 見直し 

継続 

・高齢者・障がい者虐待防止会議の開催 

・障がい福祉サービス事業所職員等を

対象とした障がい者虐待防止研修会

の開催 

・市町村等関係機関障がい者虐待防止

連絡会議の開催 

・「県障がい者権利擁護センター」の運 

 営 

・県立障がい児入所施設における虐待

防止委員会や虐待防止研修会の開催 

計 4,141 

(3,271) 

  
 

 

(7) 保健・医療・福祉の連携による「健康長寿日本一」の実現【４－３】 

  

目標指標 

健康寿命（日常生活に制限のない期間） 

 

基準値（平成２８年度）： 男性７２．６１歳、女性７５．０６歳 

直近値（令和 元年度）： 男性７２．６５歳、女性７５．６７歳 

目標値（令和 ６年度）： 男性７３．７３歳、女性７６．６２歳 

自分が健康だと思う人の割合（健康度自己評価） 

 

基準値（平成３０年度）： ７３．８％ 

直近値（平成３０年度）： ７３．８％ 

目標値（令和 ６年度）： ８０％ 

 

施策の推進方向と主な取組み 

 

⑨ 県民一人ひとりの主体的な健康づくりの促進 

 

ＫＰＩ 

地域・企業等による健康づくり事業への参加者数 

 基準値（令和元年度）： １５０，０００人 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 160,000人 170,000人 180,000人 190,000人 200,000人 

実績値 169,300人 159,778人    

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜健康の保持・増進に向けた生活習慣を学び実践する機会の充実＞ 

（課題） 

・「健康寿命」と平均寿命には 10年前後の開きがあり、健康寿命を着実に延伸していくための

取組みが必要 

・生活習慣の改善のためには、生涯を通した一人ひとりの主体的な取組みが必要 

・「新型コロナに負けない身体づくり」の視点を取り入れた健康づくりが必要 
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（対応） 

・「健康長寿日本一」の実現に向けた“オールやまがた”による健康づくり県民運動の展開 

⇒「減塩・ベジアッププロジェクトの強化」による食生活改善の取組みの推進 

⇒“オールやまがた”で健康長寿日本一を目指すシンボルイベントを「新・生活様式」に

沿った形で開催 

⇒県民一人ひとりの自発的なウォーキング実践の推進 

⇒働く世代の健康づくりを後押しする健康経営の推進 

⇒受動喫煙防止の普及啓発 

⇒健康で質の高い生活を支える口腔機能の維持・向上に向けた歯科口腔保健の推進 

 

＜データに基づく健康づくりや疾病予防の推進＞ 

（課題） 

・市町村が実施する保健事業について、データに基づきＰＤＣＡサイクルによる改善を効果

的・効率的に進めるため、県による助言・支援が必要 

（対応） 

・データに基づくＰＤＣＡサイクルによる改善を効果的・効率的に進めるための市町村の取

組みを支援 

⇒データ分析を通じて市町村の健康課題の可視化を支援 

 

＜いつまでも健康で活躍できるライフスタイルの普及拡大＞ 

（課題）  

・生活習慣の改善のためには、生涯を通した一人ひとりの主体的な取組みが必要 

（対応） 

・「健康長寿日本一」の実現に向けた“オールやまがた”による健康づくり県民運動の展開

（再掲） 

⇒「減塩・ベジアッププロジェクトの強化」による食生活改善の取組みの推進 

⇒“オールやまがた”で健康長寿日本一を目指すシンボルイベントを「新・生活様式」に

沿った形で開催 

⇒県民一人ひとりの自発的なウォーキング実践の推進 

⇒働く世代の健康づくりを後押しする健康経営の推進 

⇒受動喫煙防止の普及啓発 

⇒健康で質の高い生活を支える口腔機能の維持・向上に向けた歯科口腔保健の推進 

 

【令和４年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

健康長寿日本一

ＮＥＸＴプロジ

ェクト事業費 

17,548 

(15,933) 

新規 

見直し 

継続 

◇健康長寿日本一の実現に向け「食」と

「運動」を切り口とした県民総参加

での健康づくりの推進 

・減塩や野菜摂取を呼びかけるキャン

ペーンの展開、スーパー・大学等との

連携による食生活改善の取組みの推

進 

・やまがた健康フェアの開催 

・やまがた健康マイレージの普及推進 

・健康づくりに積極的に取り組む団体、

企業の表彰 

・受動喫煙防止の普及啓発 

３ 
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・県民健康・栄養調査の実施 

健康づくりウォ

ーキング推進事

業費 

11,860 

(－) 

新規 

見直し 

継続 

◇ウォーキングの促進 

・歩く習慣の定着を促すため、地域の魅

力を体感しながら歩くウォーキング

大会の開催 

・一定の目標歩数の達成を目指す月間

チャレンジの実施 

・働き盛り世代のウォーキングを促す

取組みなどを行う事業者に対する助

成 

３ 

生活習慣病早期

発見推進事業費 

13,737 

(7,271) 

新規 

見直し 

継続 

◇脳卒中・心疾患等の循環器病対策の

推進 

・循環器病に係る正しい知識の普及啓

発【新規】 

・循環器病に係る救急搬送体制の整備

への支援【新規】 

・循環器病に係る専門知識を有する医

療従事者の育成 

・脳卒中・心筋梗塞発症登録評価研究事

業の実施 

３ 

在宅歯科診療連

携推進事業費 

30,127 

(29,859) 

新規 

見直し 

継続 

◇医療、介護、障がい福祉分野などが連

携した在宅歯科診療の推進 

・歯科医師が在宅歯科診療に必要な知

識や技術を習得するための研修の実

施 

・在宅歯科診療に必要な設備の整備へ

の助成 

３ 

歯科口腔保健推

進事業費 

3,324 

(3,375) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村や関係機関と連携した歯科口

腔保健の推進 

・歯科口腔保健の普及・啓発や調査・研

究などを行う「口腔保健支援センタ

ー」の運営 

・歯科専門職以外の職種に対する歯科

保健に関する研修の実施 

３ 

(国民健康保険特

別会計) 

保健事業費(一

部) 

4,510 

(8,227) 

新規 

見直し 

継続 

◇健康課題に対応した保健事業の推進 

・健診等データから人工透析等ハイリ

スク者を抽出し市町村に提供 

・市町村保健事業の計画・実施に助言す

るアドバイザーの派遣 

３ 

計 81,106 

(64,665) 

  
 

 

  



15 

 

⑩ 質の高い医療の提供 

 

ＫＰＩ 

県内臨床研修病院における臨床研修医の確保率 

 基準値（平成２７年～令和元年平均）： ６４．０％ 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 ６５．０％ ６５．０％ ６５．０％ ６５．０％ ６５．０％ 

実績値 ５８．９％ ５９．０％    

市町村・事業所が実施した乳がん検診受診率 

 基準値（平成２９年度）： ４４．２％ 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 ４７％ ４８％ ４９％ ５０％ ５１％ 

実績値 
４４．１％ 

(直近値) 
―    

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜医療従事者の安定的な確保＞ 

（課題） 

・医師・看護職員は依然として不足しており、さらなる確保に向けた取組みが必要 

（対応） 

・実効的な医師確保対策の推進 

⇒山形大学医学部、山形県医師会等関係団体と連携した、医師確保計画に基づく、実効的

な地域の実情に応じた医師確保対策の推進（オンラインに対応した臨床研修病院ＷＥＢ

広告の作成等）、地域医療を担う医師等のキャリア形成の推進 

・「山形方式・看護師等生涯サポートプログラム」を中心とした看護職員確保対策の推進 

⇒認定看護師の資格取得及び特定行為研修受講に取り組む病院等への支援（感染症関連の

資格取得への支援拡充）、看護職員修学資金の貸付、県内に新設する助産師養成所等への

支援（再掲） 

 

＜適時適切な医療を提供できる体制づくり＞ 

（課題） 

・新型コロナ感染拡大を受けた政府の動きを見据えながら、地域医療構想の実現に向け、病床

機能の分化・連携の推進や在宅医療の推進が必要 

・コロナ禍においても、地域医療の基盤となる救急医療、周産期・小児医療、災害時の医療提

供体制の確保と充実強化に向けた取組みが必要 

（対応） 

・病床機能の分化・連携の推進 

  ⇒県内各地域の実情を踏まえた地域医療構想調整会議における議論を着実に推進 

  ⇒地域医療介護総合確保基金を活用した医療機関の自主的な取組みへの支援メニューの 

実施 

・在宅医療の推進 

  ⇒地域の医療関係者が連携して取り組む在宅医療提供体制構築への支援 

  ⇒在宅医療のために必要な設備整備費への助成 

  ⇒オンライン診療に係るモデル事業の実施 
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・体系的な救急医療提供体制の充実強化 

⇒ドクターヘリの運航、救急電話相談の実施等、救急医療体制の確保及び適正受診の推進 

・災害時における県全体を俯瞰した迅速な医療体制の確保 

⇒災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の養成、災害医療コーディネートの体制強化、災害拠

点病院等の設備整備への支援 

 

＜総合的ながん対策の推進＞ 

（課題） 

・がんになっても安心して暮らせる社会の実現に向け、発症予防からケアまでの総合的ながん

対策が必要 

（対応） 

・みんなで取り組む「がん対策県民運動」の展開 

  ⇒がん患者や家族の相談窓口である「がん総合相談支援センター」の運営 

  ⇒がんの早期発見・早期治療につながるがん検診の受診促進 

  ⇒がん患者への医療用ウイッグ及び乳房補整具の購入費の助成 

  ⇒若者がん患者等への妊よう性温存治療費の助成 

⇒山形大学医学部東日本重粒子センターにおいてがん治療を行う患者への市町村と連携

した支援 

 

【令和４年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

医療施設等施

設・設備整備

費 

13,916 

 (20,252) 

新規 

見直し 

継続 

◇医療施設等の施設及び設備整備への

助成 

・へき地診療所や分娩取扱施設等とし

て必要な施設や設備の整備への助成 

３ 

地域医療連携

推進事業費 

24,924 

(7,185) 

 

新規 

見直し 

継続 

◇医療機関相互の連携強化 

・地域医療情報ネットワークの運営支

援 

・オンライン診療に係るモデル事業の

実施【新規】 

３ 

地域医療構想

対策事業費 

290,424 

(198,319) 

新規 

見直し 

継続 

◇「地域医療構想」の実現に向けて、医

療機関が行う施設・設備整備等に対

する支援 

・急性期病床から回復期病床への病床

転換に伴う施設・設備の整備 

・急性期病床の適正化に伴う回復期病

床充実のための施設・設備の整備 

・再編統合等に伴う関連事業への支援 

・医療機関が行う自主的な病床削減等

に対する財政支援 

・地域における病床機能調整ワーキン

グ等の開催 

３ 

在宅医療推進

事業費 

19,976 

(19,830) 

新規 

見直し 

継続 

◇在宅医療の充実に向けた取組みの推

進 

・地域の医療関係者が連携して取り組

む在宅医療体制構築への支援 

・在宅医療のために必要な設備整備に

３ 
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要する経費への助成 

医師確保対策

費 

489,845 

(476,663) 

新規 

見直し 

継続 

◇医師確保計画に基づく医師確保対策

の推進 

・医師派遣等を協議する地域医療対策

協議会の開催 

・医師修学資金の貸付 

・山形大学医学部と連携した医師の確

保・定着の促進 

・臨床研修医の県内定着の促進 

・地域医療を担う医師等のキャリア形

成の推進【拡充】 

・医師の働き方改革に対応した医療機

関での勤務環境改善に向けた体制整

備への支援 

◇医師不足が深刻なへき地等の地域医

療の確保・充実 

・医師少数区域・スポットに所在する

医療機関で勤務する常勤医を、県内

外から確保するための取組みに対す

る助成【新規】 

３ 地域医療支援

対策費 

166,045 

 (163,517) 

看護師確保対

策費【再掲】 

414,993 

(360,275) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形方式・看護師等生涯サポート

プログラム」に基づく看護職員確保

対策の推進 

・看護師体験セミナーの開催 

・看護職員修学資金の貸付 

・認定看護師等の資格取得及び看護師

の特定行為研修受講への支援 

・ナースセンター事業の運営 

・医療勤務環境改善支援センターによ

る医療機関の勤務環境改善に向けた

取組みの支援 

・看護師等養成所の施設等整備への支

援 

３ 

公立大学法人

山形県立保健

医療大学運営

費交付金 

【再掲】 

734,179 

(735,836) 

新規 

見直し 

継続 

◇公立大学法人山形県保健医療大学へ

の運営費交付金 

３ 

移植医療推進

事業費 

9,222 

(9,222) 

新規 

見直し 

継続 

◇移植医療の推進 

・臓器移植コーディネーターの設置 

・骨髄バンクドナー登録会の開催 

・県内企業に対する骨髄ドナー休暇制

度の普及啓発 

・骨髄移植ドナーの経済的負担軽減の

ための支援 

３ 

救急医療推進

事業費 

17,422 

(15,292) 

新規 

見直し 

継続 

◇救急医療の推進 

・災害時に医療機関の被災状況等を共

有する広域災害・救急医療情報シス

３ 
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テムの運用 

・救急救命士の実習受入れを行う病院

への支援 

・医療機関情報システムの運用 

ドクターヘリ

運航関連事業

費 

269,515 

(274,705) 

新規 

見直し 

継続 

◇ドクターヘリの運航 

・基地病院に対する運営費負担金の支

出 

・地域住民による救急搬送体制の構築

に対する助成 

３ 

小児救急医療

体制整備事業

費 

24,893 

(24,859) 

新規 

見直し 

継続 

◇小児救急医療体制の整備 

・夜間休日に小児救急患者を受け入れ

る医療機関への助成 

・小児急病時の対応方法についての普

及・啓発 

３ 

救急電話相談

事業費 

15,681 

(15,867) 

新規 

見直し 

継続 

◇救急電話相談の実施 

３ 

周産期医療対

策事業費 

139,599 

(139,599) 

新規 

見直し 

継続 

◇総合的な周産期医療対策の推進 

・周産期医療協議会の開催 

・総合・地域周産期母子医療センターの

運営費への助成 

・在宅療養中の小児を一時的に受け入

れる医療機関への助成 

・医学生を対象とした新生児心肺蘇生

法講習会の開催 

３ 

地方独立行政

法人山形県・

酒田市病院機

構費 

1,686,665 

(1,814,138) 

新規 

見直し 

継続 

◇日本海総合病院等の運営、施設及び

設備整備に対する負担金 
３ 

公立置賜総合

病院等整備・

運営事業費 

1,001,804 

(1,039,820) 

新規 

見直し 

継続 

◇公立置賜総合病院等の運営、施設及

び設備整備に対する負担金 ３ 

県立病院事業

運営費負担金 

6,469,364 

(6,981,431) 

新規 

見直し 

継続 

◇県立病院が行う政策医療等に対する

一般会計負担金 ３ 

県立病院整備

費繰出金 

2,024,303 

(2,047,251) 

新規 

見直し 

継続 

◇県立病院の施設及び設備整備に対す

る一般会計繰出金 ３ 

病院事業運営

費貸付金 

13,600,000 

(11,600,000) 

新規 

見直し 

継続 

◇県立病院の円滑な運営のための一般

会計からの貸付金 ３ 

指定難病等対

策費 

1,463,240 

(1,272,667) 

新規 

見直し 

継続 

◇指定難病等患者の医療費の公費負担

に係る県の法定負担 ３ 

精神科救急医

療システム整

備事業費 

52,572 

(52,818) 

新規 

見直し 

継続 

◇精神科救急医療体制の整備 

・夜間や祝日などに対応する精神科救

急当番病院の設置・運営 

・緊急時における電話相談窓口「精神

３ 
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科救急情報センター」の運営 

国民健康保険

特別会計繰出

金 

5,497,334 

(5,425,647) 

新規 

見直し 

継続 

◇国民健康保険の保険給付費等に係る

県の法定負担等 ３ 

国保財政安定

化対策事業費 

3,186,489 

(3,200,174) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村が行う低所得者への国民健康

保険税（料）の軽減措置に係る県の法

定負担 

３ 

後期高齢者医

療給付事業費 

12,374,708 

(11,855,325) 

新規 

見直し 

継続 

◇後期高齢者医療給付費に係る県の法

定負担 ３ 

災害時医療提

供体制推進事

業費【再掲】 

36,081 

 (35,811) 

新規 

見直し 

継続 

◇災害発生時の急性期医療を担う災害

派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の養成等 

・ＤＭＡＴ隊員、災害医療コーディネ

ーターの養成及び訓練・研修会の実

施 

・航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）

資器材の維持管理 

・災害拠点病院等の設備整備への支援 

３ 

災害時精神医

療派遣体制運

営事業費 

【再掲】 

1,824 

 (1,824) 

新規 

見直し 

継続 

◇災害発生時の精神科医療及び精神保

健活動の支援を行う災害派遣精神医

療チーム（ＤＰＡＴ）の運営及び隊員

の養成等 

・ＤＰＡＴ隊員の新規養成、技能維持

のための研修会の実施 

３ 

山形県重粒子

線がん治療患

者支援事業費 

6,660 

(2,514) 

新規 

見直し 

継続 

◇山形大学医学部東日本重粒子センタ

ーにおいてがん治療を行う患者への

市町村と連携した支援 

３ 

がん医療高度

化推進事業費 

32,650 

(32,650) 

新規 

見直し 

継続 

◇高度ながん医療を推進するがん診療

連携拠点病院の運営費への助成 ３ 

がん対策県民

運動推進事業

費 

16,886 

(16,841) 

新規 

見直し 

継続 

◇みんなで取り組む『がん対策県民運

動』の展開 

・がん総合相談支援センターの運営 

・がん検診受診率向上対策の推進 

・女性のがん検診受診率向上対策の推

進 

・がん患者への医療用ウイッグ及び乳

房補整具購入費の助成 

・医療用ウイッグ等相談支援員の養成 

・がん患者妊よう性温存治療費への助

成 

３ 

計 50,081,214 

(47,840,332) 

  
 

 

 

 

 



20 

 

⑪ 誰もが居場所と役割を持って暮らす支え合いの地域づくりの推進 

 

ＫＰＩ 

住民主体で交流や支え合いを行う拠点の数 

 

 
基準値（平成３０年度）： １，２２７箇所 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 1,280箇所 
1,335箇所 

（1,665箇所） 

1,390箇所 

（1,715箇所） 

1,445箇所 

（1,760箇所） 

1,500箇所 

（1,805箇所） 

実績値 1,614箇所 1,617箇所    

※ 括弧書きは、第４次山形県総合発展計画実施計画に掲げた指標を上回る独自

の指標 

地域生活課題に対応する包括的な相談支援窓口を設置する市町村数 

 基準値（平成２９年度）： ７市町村 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 14市町村 20市町村 27市町村 35市町村 35市町村 

実績値 14市町村 17市町村    

介護職員数 

 
基準値（平成２９年度）： １９，７１９人 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

指標値 20,000人 20,500人 21,000人 21,500人 22,000人 

実績値 
20,912人 

(直近値) 
―    

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜地域住民同士の支え合いによる課題解決力の強化＞ 

（課題） 

・人口減少や高齢化に伴い、地域コミュニティの弱体化が懸念され、地域の生活課題を解決す

る仕組みの強化が必要 

・コロナ禍にあっても、拠点での活動を持続できる仕組みづくりが必要 

（対応） 

・市町村と住民が一体的に課題解決に取り組む仕組みの構築 

  ⇒地域課題解決に意欲的な市町村において、モデル事業を実施し、先行優良事例を創出 

  ⇒県社協と連携し、県内各地域へ優良事例の普及拡大を図り、市町村による取組みを促進 

  ⇒市町村の包括的支援体制づくり支援の実施 

・拠点の担い手養成、拠点と担い手養成講座受講生とのマッチング支援、拠点の運営等に係る 

アドバイザー派遣 

・デジタルを活用した「通いの場」モデル事業の実施  
 

＜複合的な生活課題に対応する分野間の連携の推進＞ 

（課題） 

・精神障がい者の地域生活移行、地域生活定着を進めるため、精神科病院を退院した後に、身
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近なところで必要なときに適切な支援が受けられる体制づくりが必要 

（対応） 

・精神障がい者にも対応した包括的なケアシステムの構築 

⇒県域及び各圏域において医療、保健、福祉関係者の協議の場を設置し、市町村と協働し

た精神障がい者の地域生活の支援体制整備を促進 

 

＜地域での安心な暮らしを支えるサービス提供体制の充実強化＞ 

（課題） 

・介護現場では、人手不足に加え重労働や過重な書類作成業務等があり、労働環境の改善が必  

 要 

・自殺対策を強化するため、悩みを抱えた人が様々な手段で相談できる環境の整備が必要 

（対応） 

・「山形県介護職員サポートプログラム」に基づく介護職員確保対策の推進（再掲） 

  ⇒介護分野における外国人介護人材の受入れ推進や、介護人材の裾野拡大のための未経験

者等を対象とした研修の実施等による介護助手等の受入れ推進 

  ⇒県内の外国人介護人材へのＩＣＴ等を活用した研修や県内介護事業者向け説明会の実

施 

⇒「やまがた介護事業者認証評価制度」により、人材育成や職場環境改善等に取り組む介

護事業者を支援 

・介護現場革新に向けた取組支援（再掲） 

⇒介護現場の労働環境の改善を図るための介護ロボットやＩＣＴ機器の導入に対する支

援 

⇒小学生向けお仕事体験イベント「キッズタウンやまがた」における介護ブースの出展や、

介護職員のプロの技術に焦点を当てた動画を作成し、中高生向けの出前講座や就業関係

イベント等における活用等により、介護職のイメージアップを図り、介護人材の確保を

推進 

・総合的な自殺対策の拡充 

  ⇒面接、電話、メールに加えて、ＳＮＳを活用した相談対応を実施 

 

＜認知症施策の推進＞ 

（課題） 

・これまで養成してきた多くの認知症サポーターを活用した取組みがほとんどできていない 

（対応） 

・認知症サポーターやコーディネーターを養成する研修を継続するとともに、養成したコー 

ディネーターを中心に、各地域におけるチームオレンジの立上げを推進 

 

【令和４年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

すこやか・安

心地域づくり

推進事業費 

3,550 

(3,550) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村と住民が一体的に身近な生

活課題解決に取り組む仕組みの構

築を推進 

・モデル地域の取組みへのオーダーメ

イド支援 

３ 

地域福祉活動

総合推進対策

事業費 

88,931 

(88,273) 

新規 

見直し 

継続 

◇地域福祉活動の中核を担う社会福

祉協議会の活動への支援 

・社会福祉協議会活動への助成 

・福祉ボランティア活動、災害ボラン

３ 
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ティアセンター設置運営等への助

成 

人権啓発普及

推進事業費 

13,656 

(14,003) 

新規 

見直し 

継続 

◇法務省の人権啓発活動地方委託事

業の受託 

◇新型コロナによるいじめ・偏見・差

別問題対策協議会の運営 

・市町村単位で設置するサポートチー

ムへの専門家の派遣 

・協議会の開催 

３ 

再犯防止対策

推進事業費 

32,767 

(32,767) 

新規 

見直し 

継続 

◇刑事施設出所者等の再犯防止対策

の推進 

・高齢又は障がいのある満期出所者等

に必要な福祉サービスのコーディ

ネート等を行う「地域生活定着支援

センター」の運営 

３ 

地域自殺対策

強化事業費 

41,930 

(32,956) 

新規 

見直し 

継続 

◇地域における総合的な自殺対策の

推進 

・ＳＮＳを活用した相談事業の実施 

・若年層、ハイリスク者などをターゲ

ットとした相談窓口の周知や自殺

予防等に関する普及啓発の強化 

・関係機関の連携強化、相談窓口従事

者の資質向上に向けた研修会の開

催 

３ 

民生児童委員

費 

164,706 

(164,706) 

新規 

見直し 

継続 

◇経済的困窮や高齢のひとり暮らし

などの課題を抱える地域住民に寄

り添い、支援する民生委員・児童委

員への助成 

３ 

中国帰国者援

助事業費 

6,772 

(6,410) 

新規 

見直し 

継続 

◇中国帰国者に対する生活支援 

・日常生活に関する相談・支援窓口「中

国帰国者相談センター」の運営 

・中国帰国者と地域住民の交流会等の

実施 

・中国帰国者が医療機関や行政機関な

どのサービスを利用する際の通訳

派遣 

３ 

高齢者等生活

支援サービス

基盤整備事業

費 

10,620 

(8,999) 

新規 

見直し 

継続 

◇高齢者への生活支援サービスの充

実強化 

・配食や移動等を支援する担い手の養

成講座の開催 

・「通いの場」等と「担い手養成講座」

受講生とのマッチングセミナーの

開催 

・高齢者地域支え合い活動の立上げ支

援 

３ 

障がいのある

人もない人も

共生する社会

づくり事業費

7,769 

(7,966) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がいを理由とする差別の解消及

び障がい者の社会参加の促進 

・障がいを理由とする差別をなくすた

めの普及・啓発 

３ 
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【再掲】 ・障がい者スポーツ・芸術活動への県

民理解の促進 

・手話の普及啓発・心のバリアフリー

推進員の養成及び事業所向け個別

相談の実施 

地域生活支援

事業費 

173,872 

(170,789) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がい者の日常生活における支援 

・発達障がいに関する普及・啓発や相

談支援を行う「県発達障がい者支援

センター」の運営 

・高次脳機能障がい者への相談支援を

行う「県高次脳機能障がい者支援セ

ンター」の運営 

・市町村が行う手話通訳の派遣などの

日常生活における支援への助成 

３ 

社会福祉施設

整備補助事業

費（障がい福

祉施設） 

70,860 

(101,615) 

新規 

見直し 

継続 

◇事業者が行う児童発達支援センタ

ー等の施設整備への助成 
３ 

補装具給付費 60,768 

(55,150) 

新規 

見直し 

継続 

◇補装具給付費の公費負担に係る県

の法定負担等 ３ 

介護・訓練等

給付費 

5,437,455 

(5,120,243) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護・訓練等給付費の公費負担に係

る県の法定負担等 ３ 

重度訪問介護

等利用支援事

業費 

69,323 

(31,448) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村が行う訪問系サービス給付

額の国庫負担基準を超える額への

助成 

３ 

重度心身障が

い（児）者医

療給付事業費 

1,062,655 

(1,082,780) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村が行う重度心身障がい（児）

者の医療費支援への助成 ３ 

児童保護費 1,144,329 

(1,022,609) 

 

新規 

見直し 

継続 

◇障害児通所給付費等の公費負担に

係る県の法定負担 ３ 

自立支援医療

給付費 

1,865,384 

(1,870,305) 

新規 

見直し 

継続 

◇自立支援医療費の公費負担に係る

県の法定負担 ３ 

山形県社会福

祉事業団施設

整備支援事業

費 

474,351 

(728,963) 

新規 

見直し 

継続 

◇山形県社会福祉事業団に移譲した

県立障がい者施設の再整備に係る

経費への助成 
３ 

地域包括ケア

システム構築

推進事業費 

12,144 

(11,922) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村における地域包括ケアシス

テムの深化・推進に向けた支援 

・市町村が取り組む自立支援型地域ケ

ア会議の効果的な実施に向けた専

門職の派遣 

・自立支援型のサービス提供事業所の

育成 

 

３ 
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精神障がい者

地域生活移行

支援事業費 

3,293 

 (3,589) 

新規 

見直し 

継続 

◇精神障がい者の地域移行・地域定 

着の促進 

・地域移行促進のための医療、保健、

福祉関係者の協議の場の設置 

・精神障がい者の相談支援体制の強化 

・精神障がいに関する正しい知識の普

及啓発 

10 

地域支援事業

費 

850,711 

(844,344) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村が行う介護予防・日常生活支

援総合事業等に係る県の法定負担 ３ 

訪問看護サー

ビス提供体制

整備事業費 

12,615 

(12,556) 

新規 

見直し 

継続 

◇訪問看護総合支援センターの設置・

運営による訪問看護サービス提供

体制の充実 

・訪問看護相談窓口の設置 

・訪問看護技術研修、経営安定化研修

等の実施 

・訪問看護の理解促進のための普及・

啓発 

・専門的知識を有する看護師による訪

問看護事業者に出向いての研修の

実施 

・訪問看護への従事を希望する看護師

向けに短期体験研修の実施 

・新型コロナ拡大時における事業所間

の相互応援体制の構築 

３ 

認知症施策総

合推進事業費 

34,271 

(32,831) 

新規 

見直し 

継続 

◇「認知症施策推進行動計画」に基づ

く対策の推進 

・市町村における認知症サポーターを

中心とした支援チーム（チームオレ

ンジ）の立上げに向けた支援 

・かかりつけ医等を対象とした認知症

対応力向上研修の開催     

・認知症疾患医療センターの運営 

・認知症（若年性を含む）の方や家族

に対する支援 

３ 

認知症介護実

践者等養成事

業費 

6,845 

(6,845) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護事業所職員の認知症介護技術

向上のための実践的な研修の実施 ３ 

介護職員確保

定着促進事業

費【再掲】 

54,198 

(58,705) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形県介護職員サポートプログラ

ム」を中心とした介護職員確保対策

の推進 

・介護福祉士修学資金の貸付 

・介護人材の裾野を広げるための介護

の入門的研修等の実施 

・介護分野における留学生、技能実習

生等の外国人材受入れの推進 

・人材育成等に取り組む介護事業者の

認証評価の実施等 

３ 
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福祉人材確保

緊急支援事業

費【再掲】 

12,815 

(12,815) 

新規 

見直し 

継続 

◇福祉・介護人材の確保・定着対策の

推進 

・事業所と求職者のマッチング、就業

後のフォローアップ 

・離職した介護福祉士の再就業を促進

するため、事業所の求人情報を提供 

３ 

社会福祉施設

整備補助事業

費（老人福祉

施設）の一部 

837,863 

(584,333) 

新規 

見直し 

継続 

◇高齢者施設等への整備に対する支援 

・広域型高齢者施設の整備への助成 

・地域密着型施設等の整備への助成 

・非常用自家発電、給水設備の整備へ

の助成 

３ 

介護職員等処

遇改善支援事

業費 

1,035,230 

(－) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護職員等の処遇改善 

・介護職員等の賃金改善を行う介護施

設等への助成 

８ 

介護給付費 16,867,422 

(16,472,092) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護給付費に係る県の法定負担 

３ 

老人保護費 256,064 

(254,422) 

新規 

見直し 

継続 

◇軽費老人ホーム事務費への助成 

３ 

デジタル化に

よる高齢者生

活支援事業費 

6,360 

(9,361) 

新規 

見直し 

継続 

◇コロナ禍であっても高齢者が健康

を維持し地域において安心して暮

らせる環境の整備 

・デジタルを活用した「通いの場」モ

デル事業の実施 

・訪問看護事業所におけるＩＣＴ等活

用推進事業の実施 

３ 

介護現場革新

促進事業費 

【再掲】 

105,266 

(59,000) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護現場にＩＣＴ等の技術を導入

し、職員の負担軽減や働きやすい職

場づくりを推進することにより、介

護職員の確保・定着を促進 

・介護ロボットやＩＣＴ機器等の導入

に係る経費への助成 

・子ども向け職業体験イベントや動画

作成・活用による介護職のイメージ

改善等の取組みを実施 

３ 

計 30,824,795 

(28,906,347) 
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(8) 総合的な少子化対策の新展開【４－５】 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

⑫ 安心して妊娠・出産・子育てできる環境づくり 

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援の充実＞ 

（課題） 

・コロナ禍においても、地域医療の基盤となる救急医療、周産期・小児医療、災害時の医療提

供体制の確保と充実強化に向けた取組みが必要 

（対応） 

・周産期・小児医療提供体制の充実 

  ⇒周産期母子医療センターの運営支援、産科セミオープンシステムの推進、小児救急患者

の診療体制を整備する病院等への支援、各種媒体を活用した救急電話相談の周知、子ど

もの病気・けがガイドブックの発行による受診目安の提示 

 

＜支援を要する子どもの療育環境の整備＞ 

（課題） 

・発達障がい児に対し、早期での適切な支援の実施とライフステージに応じた切れ目のない支

援の継続が必要 

・医療的ケア児の介護においては、通院距離の長さや通院途中でのたんの吸引等、家族の負担

が大きいことなどから、支援の強化が必要 

（対応） 

・発達障がい児に対する支援の強化 

  ⇒早期から特性に合わせた支援を開始するため、公認心理師による発達相談や発達検査を

行う体制の定着化を推進 

⇒保育所や市町村等、身近な支援機関の職員の発達障がいに係る理解促進と支援技術向上

を図るための研修等の充実 

⇒関係機関の連携や成長の各段階における円滑な引継ぎのための「やまがたサポートファ

イル」の普及定着の更なる推進 

・医療的ケア児に対する支援の強化 

⇒家族の負担軽減を図るため、訪問看護師の付添いや運転手派遣に係る経費への助成 

⇒医療的ケア児支援施設の県内４地域への設置に向けた事業者掘り起し等の支援 

⇒医療的ケア児への訪問診療を行う医師の養成 

⇒保健、医療、福祉等、多分野にわたる支援制度の充実と医療的ケア児を直接処遇する支

援者の養成 

⇒医療的ケア児等支援センターの開設・運営【新規】 
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【令和４年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

小児救急医療体

制整備事業費

【再掲】 

24,893 

(24,859) 

新規 

見直し 

継続 

◇小児救急医療体制の整備 

・夜間休日に小児救急患者を受け入

れる医療機関への助成 

・小児急病時の対応方法についての

普及・啓発 

３ 

救急電話相談事

業費【再掲】 

15,681 

(15,867) 

新規 

見直し 

継続 

◇救急電話相談の実施 

３ 

周産期医療対策

事業費【再掲】 

139,599 

(139,599) 

新規 

見直し 

継続 

◇総合的な周産期医療対策の推進 

・周産期医療協議会の開催 

・総合・地域周産期母子医療センター

の運営費への助成 

・在宅療養中の小児を一時的に受け

入れる医療機関への助成          

・医学生を対象とした新生児心肺蘇

生法講習会の開催 

３ 

 

重度心身障がい

（児）者医療給

付事業費 

【再掲】 

1,062,655 

 (1,082,780) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村が行う重度心身障がい（児）

者の医療費支援への助成 
３ 

発達障がい者支

援体制整備事業

費 

21,039 

 (21,674) 

新規 

見直し 

継続 

◇発達障がい児（者）に対する早期支

援体制の強化等 

・公認心理師による発達相談や発達

検査の実施体制の構築とＩＣＴを

活用した効果的な助言・フォロー

アップの実施 

・「やまがたサポートファイル」の普

及啓発やペアレントメンターとの

連携による相談支援 

・関係機関による連携体制の構築 

３ 

医療的ケア児支

援体制整備事業

費 

27,940 

(12,472) 

新規 

見直し 

継続 

◇医療的ケアが必要な児童に対する

支援 

・関係機関連携のための協議会の運 

営 

・小児在宅医療研修の実施 

・医療的ケアを行う支援者の養成 

・看護師付添等による通院支援 

・医療的ケア児等支援センターの開 

 設 

３ 

計 1,291,807 

(1,297,251) 
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⑬ 出生数増加の鍵となる若者の定着・回帰の促進（④の再掲） 

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜良質な就業環境づくり＞ 

（課題） 

・看護職員は依然として不足しており、さらなる確保に向けた取組みが必要 

・介護現場では、人手不足に加え重労働や過重な書類作成業務等があり、労働環境の改善が必

要 

・仕事と介護の両立に向け、介護休暇制度や介護サービス活用に向けた継続した周知が必要 

（対応） 

・「山形方式・看護師等生涯サポートプログラム」を中心とした看護職員確保対策の推進 

⇒認定看護師の資格取得及び特定行為研修受講に取り組む病院等への支援（感染症関連の

資格取得への支援拡充）、看護職員修学資金の貸付や県内に新設する助産師養成所等へ

の支援 

・「山形県介護職員サポートプログラム」に基づく介護職員確保対策の推進 

  ⇒介護分野における外国人介護人材及び介護助手等の受入れ推進 

  ⇒県内の外国人介護人材へのＩＣＴ等を活用した研修や県内事業者と現地の介護職業訓

練校の学生との面談会の実施 

⇒「やまがた介護事業者認証評価制度」により、人材育成や職場環境改善等に取り組む介

護事業者を支援 

・介護現場革新に向けた取組支援（再掲） 

⇒介護現場の労働環境の改善を図るための介護ロボットやＩＣＴ機器の導入に対する支

援 

⇒小学生向けお仕事体験イベント「キッズタウンやまがた」における介護ブースの出展や、

介護職員のプロの技術に焦点を当てた動画を作成し、中高生向けの出前講座や就業関係

イベント等における活用等により、介護職のイメージアップを図り、介護人材の確保を

推進 

 

【令和４年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

看護師確保対策

費【再掲】 

414,993 

(360,275) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形方式・看護師等生涯サポート

プログラム」に基づく看護職員確保

対策の推進 

・看護師体験セミナーの開催 

・看護職員修学資金の貸付 

・認定看護師等の資格取得及び看護師

の特定行為研修受講への支援 

・ナースセンター事業の運営 

・医療勤務環境改善支援センターによ

る医療機関の勤務環境改善に向け

た取組みの支援 

・看護師等養成所の施設等整備への支

援 

３ 

介護職員確保定

着促進事業費

【再掲】 

54,198 

(58,705) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形県介護職員サポートプログラ

ム」を中心とした介護職員確保対策

の推進 

・介護福祉士修学資金の貸付 

３ 
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・介護人材の裾野を広げるための介護

の入門的研修等の実施 

・介護分野における留学生、技能実習

生等の外国人材受入れの推進 

・人材育成等に取り組む介護事業者の

認証評価の実施等 

介護現場革新促

進事業費 

【再掲】 

105,266 

(59,000) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護現場にＩＣＴ等の技術を導入

し、職員の負担軽減や働きやすい職

場づくりを推進することにより、介

護職員の確保・定着を促進 

・介護ロボットやＩＣＴ機器等の導入

に係る経費への助成 

・子ども向け職業体験イベントや動画

作成・活用による介護職のイメージ

改善等の取組みを実施 

３ 

福祉人材確保緊

急支援事業費

【再掲】 

12,815 

(12,815) 

新規 

見直し 

継続 

◇福祉・介護人材の確保・定着対策の

推進 

・事業所と求職者のマッチング、就業

後のフォローアップ 

・離職した介護福祉士の再就業を促進

するため、事業所の求人情報を提供 

３ 

計 587,272 

(490,795) 

  
 

 

  



30 

 

(9) 県民誰もが個性や能力を発揮し、活躍できる環境の整備【４－６】 

  
施策の推進方向と主な取組み 

 

⑭ 一人ひとりの多様な社会参加・就労の促進 

 

【令和４年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

＜元気な高齢者の活躍の場の拡大＞ 

（課題） 

・人手不足が著しい介護分野において、介護人材の裾野を拡大する取組みが必要 

・「健康寿命」と平均寿命には 10年前後の開きがあり、健康寿命を着実に延伸していくための

取組みが必要 

（対応） 

・「山形県介護職員サポートプログラム」に基づく介護職員確保対策の推進（再掲） 

  ⇒介護分野における外国人介護人材及び介護助手等の受入れ推進 

  ⇒県内の外国人介護人材への研修や県内介護事業者向け説明会の実施 

⇒「やまがた介護事業者認証評価制度」により、人材育成や職場環境改善等に取り組む介

護事業者を支援 

・介護現場革新に向けた取組支援（再掲） 

⇒介護現場の労働環境の改善を図るための介護ロボットやＩＣＴ機器の導入に対する支

援 

⇒小学生向けお仕事体験イベント「キッズタウンやまがた」における介護ブースの出展

や、介護職員のプロの技術に焦点を当てた動画を作成し、中高生向けの出前講座や就

業関係イベント等における活用等により、介護職のイメージアップを図り、介護人材

の確保を推進 

・「健康長寿日本一」の実現に向けた“オールやまがた”による健康づくり県民運動の展開 

⇒「減塩・ベジアッププロジェクトの強化」による食生活改善の取組みの推進（再掲） 

⇒“オールやまがた”で健康長寿日本一を目指すシンボルイベントを「新・生活様式」に

沿った形で開催（再掲） 

⇒県民一人ひとりの自発的なウォーキング実践の推進（再掲） 

  ⇒働く世代の健康づくりを後押しする健康経営の推進（再掲） 

  ⇒健康で質の高い生活を支える口腔機能の維持・向上に向けた歯科口腔保健の推進 

（再掲） 

 

＜障がい者がいきいきと暮らせる社会の実現＞ 

（課題） 

・本県の障がい者の工賃は全国的に低い水準にあり、障がい者就労事業所の売上向上が必要 

・「農福連携」を進めるにあたり、農業分野と福祉分野の双方のさらなる理解促進が必要 

・障がいのある人もない人も共にいきいきと生活できる共生社会の実現に向けたさらなる理解

促進が必要 

（対応） 

・障がい者就労事業所の売上を伸ばして利用者の工賃向上を実現 

⇒事業所の活動に対する企業の理解と協力を得ながら、事業所への取引を斡旋・紹介 

⇒事業所製品の魅力アップによるブランド化を推進 

・障がい者の就労機会の拡大に向けた農業分野及び福祉分野の連携の推進 

  ⇒障がい者就労事業所や農業者への農福連携推進員の訪問によりニーズの把握や過去事

例の周知、農業体験会の開催等によるマッチング支援、障がい者施設職員に対する農業

実践研修による作業効率の向上、閑散期における作業の掘り起こし 
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・障がいを理由とする差別の解消及び障がいに対する理解の促進（再掲） 

  ⇒差別の解消や理解の促進を担う「心のバリアフリー推進員」の養成及び事業所等への個

別相談により障がいに対する理解を推進 

 

＜社会参加に困難を有する人の自立促進＞ 

（課題） 

・薬物依存症やギャンブル依存症向けの回復プログラム及び家族向けプログラムの実施が少な

い、また、依存症に関する誤解や偏見、情報不足により適切な相談や治療につながっていな

い現状があることから、正しい理解のための啓発を行い、支援につなげていくことが必要 

・ひきこもりの状態にある本人や家族に対する支援の充実が必要 

・新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、休業・失業による収入減により県民生活に多大な

影響が生じたことに対する支援が必要 

（対応） 

・依存症患者や家族に対する支援体制の整備 

  ⇒依存症専門医療機関と連携した依存症回復プログラム等の実施、依存症に関する普及啓

発 

・ひきこもり者への支援の充実 

  ⇒ひきこもり相談窓口での相談支援とひきこもり支援に携わる人材育成の継続 

・新型コロナウイルス感染症の発生により収入減となった世帯等への生活支援の拡充 

  ⇒生活福祉資金の特例貸付による支援 

  ⇒新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金による支援 

 

【令和４年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 関連する

SDGsの 

ゴール 

健康長寿日本

一ＮＥＸＴプ

ロジェクト事

業費【再掲】 

17,548 

(15,933) 

新規 

見直し 

継続 

◇健康長寿日本一の実現に向け「食」と「運

動」を切り口とした県民総参加での健康

づくりの推進 

・減塩や野菜摂取を呼びかけるキャンペ

ーンの展開、スーパー・大学等との連携

による食生活改善の取組みの推進 

・やまがた健康フェアの開催 

・やまがた健康マイレージの普及推進 

・健康づくりに積極的に取り組む団体、企

業の表彰 

・県民健康・栄養調査の実施 

３ 

健康づくりウ

ォーキング推

進事業費 

【再掲】 

11,860 

(－) 

新規 

見直し 

継続 

◇ウォーキングの促進 

・歩く習慣の定着を促すため、地域の魅力

を体感しながら歩くウォーキング大会

の開催 

・一定の目標歩数の達成を目指す月間チ

ャレンジの実施 

・働き盛り世代のウォーキングを促す取

組みなどを行う事業者に対する助成 

３ 

生活習慣病早

期発見推進事

業費【再掲】 

13,737 

(7,271) 

新規 

見直し 

継続 

◇脳卒中・心疾患等の循環器病対策の推進 

・循環器病に係る正しい知識の普及啓発

【新規】 

・循環器病に係る救急搬送体制の整備へ

３ 
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の支援【新規】 

・循環器病に係る専門知識を有する医療

従事者の育成 

・脳卒中・心筋梗塞発症登録評価研究事業

の実施 

在宅歯科診療

連携推進事業

費【再掲】 

30,127 

(29,859) 

新規 

見直し 

継続 

◇医療、介護、障がい福祉分野などが連携

した在宅歯科診療の推進 

・歯科医師が在宅歯科診療に必要な知識

や技術を習得するための研修の実施 

・在宅歯科診療に必要な設備の整備への

助成 

３ 

歯科口腔保健

推進事業費

【再掲】 

3,324 

(3,375) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村や関係機関と連携した歯科口腔

保健の推進 

・歯科口腔保健の普及・啓発や調査・研究

などを行う「口腔保健支援センター」の

運営 

・歯科専門職以外の職種に対する歯科保

健に関する研修の実施 

３ 

高齢者等生活

支援サービス

基盤整備事業

費【再掲】 

10,620 

(8,999) 

新規 

見直し 

継続 

◇高齢者への生活支援サービスの充実強

化 

・配食や移動等を支援する担い手の養成

講座の開催 

・「通いの場」等と「担い手養成講座」受

講生とのマッチングセミナーの開催 

・高齢者地域支え合い活動の立上げ支援 

３ 

老人クラブ助

成事業費 

27,322 

(24,855) 

新規 

見直し 

継続 

◇単位老人クラブ、市町村老人クラブ連合

会及び県老人クラブ連合会の活動に対

する助成 

・老人クラブの事務作業をサポートする

「事務お助け隊」の県老人クラブ連合会

への設置を支援 

３ 

明るい長寿社

会づくり推進

事業費 

22,865 

(12,599) 

新規 

見直し 

継続 

◇県健康福祉祭（スポーツ大会等）の開催

等に対する助成 ３ 

介護職員確保

定着促進事業

費【再掲】 

54,198 

(58,705) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形県介護職員サポートプログラム」

を中心とした介護職員確保対策の推進 

・介護福祉士修学資金の貸付 

・介護人材の裾野を広げるための介護の

入門的研修等の実施 

・介護分野における留学生、技能実習生等

の外国人材受入れの推進 

・人材育成等に取り組む介護事業者の認

証評価の実施等 

３ 

介護現場革新

促進事業費 

【再掲】 

105,266 

(59,000) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護現場にＩＣＴ等の技術を導入し、職

員の負担軽減や働きやすい職場づくり

を推進することにより、介護職員の確

保・定着を促進 

・介護ロボットやＩＣＴ機器等の導入に

係る経費への助成 

３ 
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・子ども向け職業体験イベントや動画作

成・活用による介護職のイメージ改善等

の取組みを実施 

障がいのある

人もない人も

共生する社会

づくり事業費

【再掲】 

7,769 

(7,966) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がいを理由とする差別の解消及び障

がい者の社会参加の促進 

・障がいを理由とする差別をなくすため

の普及・啓発 

・障がい者スポーツ・芸術活動への県民理

解の促進 

・手話の普及啓発 

・心のバリアフリー推進員の養成及び事

業所向け個別相談の実施 

３ 

農福連携推進

事業費 

2,319 

(2,198) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がい者の就労機会の拡大に向けた農

業分野及び福祉分野の連携の推進 

・プロジェクトチームによる連携・推進 

・農業者と障がい者就労事業所とのマッ

チング支援【拡充】 

・障がい者就労事業所の施設外就労及び

農業経営に対する支援 

・障がい者就労事業所の指導員・利用者を

対象とした農業体験の実施 

・障がい者就労事業所向け農業基礎研修

の実施 

３ 

障がい者就労

事業所工賃向

上プロジェク

ト推進事業費 

24,907 

(－) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がい者就労事業所の売上を伸ばし、利

用者の工賃向上の実現に向けた取組み

を実施 

・共同受注センターによる取引の斡旋・紹

介 

・「ふれあいパートナーシップ企業」の募

集 

・障がい者就労事業所製品の魅力アップ 

３ 

障がい者就労

支援事業費 

10,085 

(8,233) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がい者の工賃向上に向けた取組みに

対する支援 

・工賃の底上げ及び意識啓発に向けた福

祉系専門コンサルタントによる研修の

実施 

・工賃向上コーディネーターによる実践

支援 

・商品開発・改良に対する助成【拡充】 

・障がい者就労事業所製品の販売促進に

向けた支援【新規】 

３ 

障害者就業・

生活支援セン

ター事業費 

27,272 

(27,272) 

新規 

見直し 

継続 

◇就業の前提となる生活習慣の形成など

の支援を行う「県障害者就業・生活支援

センター」の運営 

３ 

低所得世帯の

冬の生活応援

事業費 

139,181 

(136,749) 

新規 

見直し 

継続 

◇低所得世帯の経済的負担の軽減 

・市町村が行う低所得世帯を対象にした

冬季の灯油購入費等への支援に対する

助成 

１ 
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生活困窮者自

立支援事業費 

103,582 

(107,029) 

新規 

見直し 

継続 

◇生活保護に至る前の生活困窮者に係る

自立支援の強化 

・生活困窮者の支援相談窓口の設置・運営 

・住居を失った又はその恐れがある方に

対し住居確保給付金を支給 

・就労準備、家計改善支援の実施 

・子どもの学習支援等の実施 

・相談支援員に対する研修の実施 

・地域全体でひきこもり者を支援する体

制の構築に向けたモデル事業の実施 

１ 

生活福祉資金

貸付事業費 

53,457 

(989,660) 

新規 

見直し 

継続 

◇新型コロナウイルス感染症の発生に伴

う休業・失業等により収入減となった世

帯等への支援 

・山形県社会福祉協議会が生活福祉資金

の特例貸付を行うための原資造成に対

する助成 

１ 

新型コロナウ

イルス感染症

生活困窮者食

の支援事業費 

38,363 

(35,975) 

新規 

見直し 

継続 

◇新型コロナウイルス感染症の発生に伴

う休業・失業等により収入減となった世

帯等への「食」の支援 

・生活福祉資金特例貸付世帯への県産米

の支給 3,500件 

1 

新型コロナウ

イルス感染症

生活困窮者自

立支援事業費 

5,940 

(23,000) 

新規 

見直し 

継続 

◇新型コロナウイルス感染症の発生に伴

う休業・失業等により収入減となった世

帯等への支援 

・生活福祉資金の特例貸付を利用できな

い生活困窮者に対する支援金の支給 

１ 

生活困窮者等

食料品等提供

活動支援事業

費 

5,000 

(－) 

新規 

見直し 

継続 

◇生活困窮者等に対して食料品を提供す

るフードバンク活動への支援 
1 

避難者生活相

談支援事業費 

50,084 

(58,318) 

新規 

見直し 

継続 

◇東日本大震災により県内に避難されて

いる方への支援 

・避難者の見守り活動や困りごとに対す

る相談支援などを行う生活支援相談員

の配置 

・山形市及び米沢市の避難者支援センタ

ーの運営費への助成 

３ 

依存症患者回

復支援事業費 

1,639 

(2,117) 

新規 

見直し 

継続 

◇アルコール・薬物等の依存症患者や家族

に対する支援体制の整備 

・依存症からの回復を支援するため、医

療、保健、民間団体などの関係機関によ

る連携体制の構築 

・依存症患者等の回復支援 

・依存症に関する普及啓発 

３ 

ひきこもり相

談支援事業費 

1,439 

(1,439) 

新規 

見直し 

継続 

◇ひきこもり状態にある本人や家族に対

する相談支援体制の強化 

・ひきこもり相談支援窓口「自立支援セン

ター巣立ち」の運営 

・ひきこもり相談支援者研修の開催 

３ 
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・ひきこもりサポーター養成研修の開催 

計 767,904 
(1,620,552) 

  
 

 


